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保護処分優先主義を基本とする現行少年法（1 条参照）は，少年年齢を 20 歳













条 2 項，23 条 1 項〕），当然に成人刑事裁判手続に係属することになる。同様の
事態は，20 歳より前に実行した犯罪について，家庭裁判所に送致される直
前や 20 条にもとづく検察官送致（以下，「逆送」と言う。）の直後に 20 歳に達
する者についても生じるものである。さらに，極端な場合には，捜査後の家



































時 18 歳）を転倒させて重症胸部外傷等の傷害を負わせ死亡させた（第 2）。
この少年について，道路交通法違反容疑 （第 1） と危険運転致死容疑 （第 2） 
で捜査が遂げられ，① 平成 27 年 12 月 3 日に警察官からさいたま地方検察
庁検察官に事件送致され，② 少年の住所地が東京都内であったため，同月
6 日にさいたま地方検察庁から東京地方検察庁に事件が移送され，③ 平成
28 年 5 月 26 日に東京地方検察庁から東京家庭裁判所に送致され，④ 同年 6
月 21 日に東京家庭裁判所が東京地方検察庁検察官への送致を決定し（刑事処
分相当），⑤ 少年の住居地が大阪市内であることが確認されたため，同年 7
月 29 日に東京地方検察庁からさいたま地方検察庁に事件が移送され，⑥ 同
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よって，犯行当時 18 歳 X か月であった被告人が少年として刑事裁判を受け
る利益が失われたため，このような公訴提起は違法であり，棄却されるべき





 2）　刑事処分相当を理由とする検察官送致については，丸山雅夫「少年法 20 条による










































正及び環境の調整に関する保護処分」 （1条） による健全育成こそが重視され， 
刑事処分はきわめて例外的なもの（0.4%）となっている（保護処分優先主義）。
さらに， 保護処分を受ける場合にも， 社会内処遇としての保護観察 （24 条 1 項
1 号）がその中心であり（28.2%），施設収容処遇のほとんどを占める少年院送




































原則である。裁判手続は公開され（憲 37 条 1 項），裁判員裁判の対象にもなる






起訴が強制されるとともに（45 条 5 号本文），嫌疑不存在または訴追不相当の
場合であっても事件を家裁に移送しなければならない（同但書）。また，公訴

















が常態化している点，成人の有期自由刑の法定上限が 20 年である（刑 12 条 1




許されないことから（東京高決昭和 45 年 8 月 4 日家庭裁判月報 23 巻 5 号 108 頁，最









重さをどこに求めるかで見解 （短期説， 長期説， 中間位説） が対立しているが14）， 
実務では中間位説の立場（短期と長期の中間程度に責任刑を想定する）での運用が
確立している（最判昭和 25 年 3 月 15 日刑集 4 巻 3 号 335 頁，最大判昭和 29 年 1 月 20







重い不定期刑が短期 10 年・長期 15 年に制限されていることとの関係では，
中間位を責任刑として想定する運用を前提としても，不定期刑による責任追
及が犯罪少年に有利に機能する場面は否定できない。特に，仮釈放の経過期














 7）　本稿で引用する統計数字は，2016 年度の一般保護事件における終局総人員 （27,708
人）に対する割合であり，いずれも，最高裁判所事務総局家庭局「家庭裁判所事件
の概況（2・完）―少年事件―」法曹時報 70 巻 1 号（2018 年）242 頁（第 28 表）
に拠っている。
 8）　田宮ほか編・前掲注 5）228 頁（図表 15・16）。なお，高木典雄「少年事件処理の
制度」石原一彦ほか編『現代刑罰法大系 7  犯罪者の社会復帰』（日本評論社，1982
年）244 頁以下，見満正治「少年交通事件の処理について―大阪家庭裁判所交通部
の処遇を中心として」家庭裁判月報 35 巻 4 号（1983 年）39 頁以下，豊田建夫「道
路交通事件において罰金を見込んでなされる検察官送致について」家庭裁判月報 38
巻 7 号（1986 年）1 頁以下。さらに，廣瀬健二「我が国少年法制における非刑罰的
措置について」立教法学 79 号（2010 年）49 頁。
48
 9）　55 条移送については，丸山雅夫「少年法 55 条による家庭裁判所への移送」南山





12）　行為時 16 歳 5 か月の少年による危険運転致死罪（被害者 1名）の裁判員裁判で，
最終的に 55 条移送が認められている（大阪地決平成 28 年 8 月 2 日 LEX/DB 文献
番号 25543573）。なお，斉藤豊治「判例解説」『新・判例解説 Watch』21 号（2017
年）189 頁以下。
13）　行為時 15 歳 8 か月の少年が祖母と実母を殺害した事案の裁判員裁判で，55 条移
送が認められている（横浜地決平成 28 年 6 月 23 日判例時報 2342 号 118 頁）。な
お，葛野尋之「判例解説」『新・判例解説 Watch』22 号（2018 年）185 頁以下。
14）　小林充「少年に対する不定期刑の言渡基準について」家庭裁判月報 25 巻 12 号
（1973 年）1 頁以下，香川達夫「不定期刑」阿部純二ほか編『刑法基本講座  第 1
巻』（法学書院，1992 年）217 頁以下，竹村典良「判例批評」田宮裕編『少年法判例
百選』別冊ジュリスト 147 号（1998 年）230 頁以下。
15）　特に，女子高生監禁殺人事件控訴審判決（東京高判平成 3 年 7 月 12 日高刑集 44






















































































































42 条 1 項の趣旨を踏まえ，適切な見通しを持った迅速な事件処理に心掛け





ず， これらの捜査等の手続に違法はない」 とし， 「被告人が成人に達した後，
検察審査会への審査申立てを機に，検察官が，改めて補充捜査を行い，被告
人に嫌疑が認められると判断した上，事件を再起してした本件公訴提起自体
にも違法とすべきところはな〔い〕」 ものとしている （最決平成 25 年 6 月 18 日刑
































































ることの可否」南山法学 38 巻 2 号（2014 年）174 頁以下参照。
19）　さらに，園原敏彦「検察官の送致」廣瀬編・前掲注 10）435 頁以下，河上和雄ほ
か編『大コンメンタール刑事訴訟法  第 5 巻〔第 2 版〕』（青林書院，2013 年）79 頁
以下〔吉田博視〕，参照。
20）　大久保隆志「判例解説」『平成 25 年度重要判例解説』ジュリスト臨時増刊 1466 号
（2014 年）189 頁。
21）　たとえば，亀山継夫「判例批評」判例評論 137 号（判例時報 593 号，1970 年）39
頁は，昭和 44 年判決事案の控訴審との関係で，公訴提起を違法としなければならな
い実質的な理由が説明されていない点を「致命的」なものであるとしている。
22）　たとえば，小沢正明「判例紹介」研修 764 号（2014 年）122 頁。さらに，船田三
雄「判例解説」『最高裁判所判例解説  刑事篇  昭和 44 年度』（法曹会，1971 年）65
頁，横井大三「犯時少年の事件の捜査の遅延と公訴の効力」同『刑訴裁判例ノート
（6）』（有斐閣，1973 年）130 頁，団藤重光/森田宗一『新版  少年法〔第 2 版〕』（有
斐閣， 1984 年） 356 頁，前田雅英「公訴権の適切な行使」警察学論集 66 巻 9 号 （2013
年）163 頁，松田龍彦「判例批評」刑事法ジャーナル 39 号（2014 年）157 頁以下，
石山宏樹「判例批評」論究ジュリスト 11 号（2014 年）233 頁以下，野原俊郎「判例
解説」『最高裁判所判例解説  刑事篇  平成 25 年度』（法曹会，2016 年）188 頁以下。
23）　石川才顕/横山省治「判例批評」日本法学 35 巻 4 号（1970 年）125 頁。
24）　正木祐史「判例解説」法学セミナー 705 号（2013 年）114 頁，山口直也「判例解
説」『新・判例解説 Watch』14 号（2014 年）172 頁，丸山・前掲注 18）189 頁以下，
福島至「判例批評」法律時報 86 巻 10 号（2014 年）135 頁。なお，佐藤剛「判例批
評」警察学論集 68 巻 4 号（2015 年）191 頁は，「少年事件の捜査及び処分を行うに
当たっては，少年法が定める全件送致主義の趣旨を損なうことがないよう適切な判
断が求められている」とする。
25）　丸山雅夫「少年犯罪に対する少年法と刑事訴訟手続との交錯」南山法学 35 巻 1 号
（2011 年）134 頁以下。
26）　三井誠「判例批評」松尾浩也ほか編『刑事訴訟法判例百選〔第 6版〕』別冊ジュリ
スト 119 号（1992 年）131 頁は，裁判所による違法宣言の意義について，「捜査機関
に対して守るべき行動準則を伝えるものであろうが，捜査活動規制の実効性につい
てはむろん明確でない」として，その抽象性を指摘している。
27）　森岡茂「判例批評」刑事判例研究会『刑事判例評釈集  第 31 巻  昭和 44 年度』 （有
斐閣，1984 年）274 頁以下，同「判例批評」刑事判例研究会『刑事判例評釈集  第
32・33 巻  昭和 45・46 年度』（有斐閣，1987 年）67 頁以下。なお，違法収集証拠事
案について，椎橋隆幸「判例批評」井上正仁ほか編『刑事訴訟法判例百選〔第 9
56





原則」南山法学 34 巻 3・4 号（2011 年）1頁以下参照。























一又は同種の刑が 1 件の事案〔量刑分布〔1〕= 引用者挿入〕と，危険運転致死の
うち同乗者を死亡させた事案〔量刑分布〔2〕= 引用者挿入〕の，双方の量刑グラ




























































































として，懲役 3 年の求刑に対して懲役 1 年 6 月を言い渡した（浦和地判平成元
年 12 月 21 日判例タイムズ 723 号 257 頁）。
また，もうひとつは，覚せい剤の自己使用罪で起訴された被告人につい
て，自己使用の認定資料とされた尿の採取と，採尿に先立って行われた警職









を及ぼすと考えるべきである」として，懲役 1 年 2 月（求刑は不明）を言い渡























































刑傾向」中京法学 49 巻 3・4 号（2015 年）169 頁以下。
31）　量刑検索システムによる量刑グラフを用いた判例として，東京地判平成 22 年 12
月 21 日 LEX/DB 文献番号 25470132（殺人 1 件，刃物使用，被害者に落度なし等
のグラフ），水戸地判平成 27 年 9 月 18 日 LEX/DB 文献番号 25541399（持兇器の
単独犯による 1 名殺害のグラフ），秋田地判平成 28 年 11 月 15 日 LEX/DB 文献番
号 25560487（殺人未遂 1 件を処断刑とするグラフ），松江地判平成 28 年 12 月 1 日
LEX/DB 文献番号 25546124（共犯，財物奪取未遂，1 か月以内の傷害，考慮前科
なしのデータ），秋田地判平成 29 年 1 月 20 日 LEX/DB 文献番号 25546070（信号
を殊更に無視した危険運転致死 1件のグラフ）。
32）　なお，長崎家裁佐世保支決昭和 43 年 6 月 4 日家庭裁判月報 20 巻 12 号 113 頁は，







33）　河上ほか編・前掲注 19）62 頁以下〔吉田〕，改正刑法準備会『改正刑法準備草案 
附同理由書』（大蔵省印刷局，1961 年）125 頁以下〔中野次雄〕，法務省刑事局編
『法制審議会  改正刑法草案の解説』（大蔵省印刷局，1975 年）93 頁以下。
34）　平成元年の浦和地裁判決に対する判例タイムズ 723 号 257 頁のコメント。
35）　本田守弘「薬物事犯における捜査手続の違法と量刑」捜査研究 480 号（1991 年）
21 頁以下参照。
36）　原田國男「違法捜査と量刑」同『量刑判断の実際〔増補版〕』（現代法律出版，
2004 年）152 頁以下。さらに，同「量刑基準と量刑事情」同書 7 頁以下，19 頁，参
照。
37）　他方，本件のような手続の遅延事案においては，身体の拘束や侵襲のような特に
明確な 「苦痛」 を想定することが困難である。したがって， 少年事件として扱われる
はずであったという， 「手続上の可能性としての利益」 を根拠とする 「期待権の侵害」 
を「苦痛」として想定する以外にはないことになる。




40）　高田昭正「判例解説」法学セミナー 428 号（1990 年）121 頁。
むすびに代えて
以上，本稿において，手続の遅延によって少年「刑事事件」としての扱い
が受けられなくなってしまった事案について，少年「保護事件」としての扱
いが受けられなくなった事案の裁判例と，成人の違法収集証拠事案の裁判例
をも手がかりとして検討してきた。いずれにおいても，手続上の瑕疵がその
後の公訴提起を無効にすることがあるか，という点で共通の基盤に立脚する
ものだからである。そして，本稿の結論は，以下のようなものである。
「手続上の瑕疵がその後の公訴提起を当然に無効にする」あるいは「いか
なる瑕疵があってもその後の公訴提起はすべて有効である」という択一的な
結論が採れない以上，公訴提起の有効性の判断においては，瑕疵の程度を実
64
質的に問題とせざるをえない。その意味で，「極めて重大な職務違反」の有
無（手続遅延事案）や「令状主義の精神を没却するような重大な違法」の有無
（違法収集証拠事案）を基準とする最高裁の態度は，一般論としては止むをえ
ないものである。ただ，そのような判断基準による限り，現実的には，公訴
提起が無効とされるような事案はほとんど想定しえないのではないかとの疑
問を払拭することができない。そうした事態を憂慮する観点から展開された
のが，公訴提起を無効としない程度の瑕疵であっても，それを量刑判断にお
いて考慮することによって，妥当な解決を見出そうとする考え方であった。
その背景には，量刑を軽くする（検察官の求刑に対して不利に機能させる）ことに
よって，刑事司法全体のなかで，捜査過程における瑕疵や不適切な行動を排
除しようとする意図がうかがわれる。そして，こうした動きについては，検
察官のなかにも，一定の理解を示す立場が見られたところである。しかし，
こうした方法は，切羽詰まった「究極の選択」という意味合いがあるにして
も，刑事司法のあり方としては許されないものと思われる。手続の瑕疵自体
を司法過程で解決（公訴提起の無効や証拠排除）できないのであれば，当該瑕疵
に起因する損害に対する民事賠償（国家賠償）や，たとえ迂遠な道であるに
しても，行政内部での監査・監察・監督による制裁や処分に委ねるのが筋だ
と言わなければならない。
